
1/3

〇2026年度神戸学院大学における競争的研究費等の不正防止計画

神戸学院大学における競争的研究費等の適正な運営及び管理を徹底するため、「神戸学院大学における公的研究費

の不正防止対策に関する基本方針」および「神戸学院大学競争的研究費等取扱規程」（以下「取扱規程」とい

う。）、「2025年度競争的研究費等監査結果」に基づき、以下の通り、「2026年度神戸学院大学における競争的研究

費等の不正防止計画」（以下「不正防止計画」という。）を策定し、実施するものとする。

不正防止計画は、文部科学省等関係機関からの情報提供や他の研究機関における対応状況等を参考にし、適宜見直

しを行うものとする。

１．定義（取扱規程第3条）

不正防止計画での用語の定義は以下の通りとし、取扱規程による。

①競争的研究費等

  ここでいう「競争的研究費等」とは、国、地方公共団体又は独立行政法人等公的機関から配分される競争的研究

費を中心とした公募型の研究資金及びそれらが配分された学外の機関とのそれらを原資とした受託研究又は共同研

究により本学に受け入れた資金をいう。

②不正

ここでいう「不正」とは、故意又は重大な過失により競争的研究費等の適正な運営及び管理に関する関係法令、

本学に競争的研究費等を配分する機関(以下「配分機関」という。)の定める規定等又は本学の諸規程に違反して、

競争的研究費等を使用することをいう。

③部局等

ここでいう「部局等」とは、各学部、各研究科、全学教育推進機構及び事務部局をいう。

＊ここでいう「事務部局」とは、研究支援グループ、財務経理グループもしくは図書館グループをいう。

④教職員等

  ここでいう「教職員等」とは、本学の教職員その他本学内において競争的研究費等の運営及び管理に関わるすべ

ての者(常勤・非常勤の別及び雇用契約の有無を問わない。)をいう。

２．本取組における責任体系、権限及び役割について（取扱規程第5条～第8条）

① （第5条）最高管理責任者

本学全体を統括し、競争的研究費等の運営及び管理について最終責任を負う者として、学長をもって充てる。

② （第6条）統括管理責任者

最高管理責任者を補佐し、競争的研究費等の運営及び管理について全体を統括する実質的な責任と権限を持つ者

として、副学長（研究担当）をもって充てる。

③ （第7条）コンプライアンス推進責任者

各部局等における競争的研究費等の運営及び管理について実質的な責任と権限を持つコンプライアンス推進責任

者として、各部局等の長をもって充てる。

④ （第8条）監事の役割

  不正防止に関する内部統制の整備・運用状況及び不正防止計画が不正発生要因に対応しているかを確認し意見を

述べる。
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３．不正防止計画推進委員会の業務について（取扱規程第13条第4項）

①競争的研究費等の運営及び管理並びにコンプライアンス教育及び啓発活動の実施状況に係る実態の把握・検証に

関すること

② 不正防止計画の実施状況の把握・検証及び改善に関すること

③ 関係部局等と協力し、不正発生要因に対する改善策を講ずること

④ 行動規範の策定等に関すること

⑤ その他不正防止計画の推進に当たり必要な事項に関すること

４．不正発生要因に対する対策について

2025年度競争的研究費等監査の結果、競争的研究費等に係る運営及び管理は適正に行われていたと確認された。一

方で、指摘事項が報告されたため、これらの指摘事項に対する対策として、「2026年度神戸学院大学における競争的

研究費等の不正防止計画【別表】」の通り、対応を行うこととする。

５．その他の不正防止対策について

不正使用を未然に防止するため、以下の項目についても重点的に取り組む。

(1) コンプライアンス教育の実施及び実施状況の確認

コンプライアンス推進責任者は、教職員等に不正防止への意識の向上のため、統括管理責任者が本取組を俯瞰し

て総合的に企画立案した「コンプライアンス教育」を実施するとともに、当該実施状況を確認する。具体的な対象

者、時間・回数、実施時期、内容等は別に定めることとする。

(2) 啓発活動の実施

コンプライアンス推進責任者は、全ての構成員に不正を起こさせない組織風土を形成し、不正防止に向けた意識

の向上と浸透を図るため、統括管理責任者が本取組を俯瞰して総合的に企画立案した「啓発活動」を四半期に1回実

施する。具体的な対象者、時間・回数、実施時期、内容等は別に定めることとする。

(3) ルールの明確化・統一化

事務部局は、教職員等に競争的研究費等に係る事務処理手続きについて分かりやすいようにルールを明確に定

め、かつ研究分野の特性の違い等も考慮しながらルールを統一する。

(4) 教職員等は、発注時にどの競争的研究費等を使用するのか明確にする。

(5) 物品検収並びに運営及び管理の状況の確認

・教職員等は、物品等の発注に基づく適正な給付の完了確認を行うため、物品等を納品する前に事務部局における

第三者検収を必ず受ける。

・コンプライアンス推進責任者及び教職員等は、第三者検収において、所定の窓口での検収の場合は、納品書に事

務部局における第三者検収印が押印されていること、Dr.Budgetシステム上での検収の場合は、形式要件を満たす

写真等の証憑資料が添付されていることを必ず確認する。

・コンプライアンス推進責任者及び教職員等は、Dr.Budgetシステムにおける申請の前に、内容の精査を行う。

・コンプライアンス推進責任者及び事務部局は、納品後の物品等の運営及び管理の状況等について確認を行う。

(6) 研究補助員の勤務状況の確認

・教職員等は、競争的研究費等の研究遂行に当たって直接必要となる研究補助である場合に限り、研究補助員を使
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用するものとする。

・研究補助員は、出勤表に担当する教職員等の確認印をもらい、その者による検印を受ける等の方法で勤務状況の

真正を確認する。

・事務部局は、研究補助員に対して、採用前や定期的に勤務条件の説明や出勤状況の確認を行う。

(7) 支払報酬及び業務委託費等特殊な役務（データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保

守・点検など）の適正な処理の確認

・教職員等は、支払報酬手数料や業務委託費が発生する役務の提供や業務の委託にあたっては、発注前に依頼又は

委託する役務や業務の内容が分かる書類（依頼状、仕様書、注文書等）を作成し、相談窓口と連絡を密にして合

理的な金額設定を行う。また、業務等の終了後には、その成果又は納品されたものを第三者が確認できる完了報

告書等を提出することを原則とする。

(8) 旅費の適正な処理の確認

・教職員等は、出張伺は具体的な用務の内容が明らかになる資料（出張計画書を含む）を添付の上、出張前に

Dr.Budgetシステムでの申請を完了する。

・教職員等は、出張後1週間以内に、出張による用務の内容が具体的に記載された出張報告（記録）書及び所定の出

張証憑資料の提出と、出張者本人が出張・滞在したことを証明できるもの（宿泊記録等）を提示する。なお、海

外出張については、別途搭乗券の半券を提出する。

(9)不正取引の未然防止

コンプライアンス推進責任者及び事務部局は、不正取引が行われないよう、教職員等及び取引業者にルールを周

知する。

以 上



2026 年度神戸学院大学における競争的研究費等の不正防止計画【別表】

Ａ．調達処理（物品購入、情報提供者への謝礼、データベース利用等）

競争的研究費等監査

での指摘事項
2024年度における対策 2025年度における対策 2026年度における対策

(1)業者集中の常態化

― ―

①2025年度監査において、昨年度に比較し

て増加しているとの講評を受けた。教職

員等は、発注にあたり、複数業者からの

見積りを確保するなど、発注が特定業者

に偏らないように留意をする。

― ―

②事務部局はこのことを、研修会等を通じ

て周知する。

(2)予算執行の特定時期へ

の偏り（年度末支出集

中は依然として多

い。）

①教職員等は、年度末に発注・納品が集中

することのないよう、常に予算残額等の

執行状況を把握し、当初計画に沿って執

行する。その際、当初計画から著しく遅

延することのないように留意する。特

に、納期・契約手続きに時間を要する物

品については、事務部局と綿密に連絡・

確認し、予算執行の遅延を防止する。

①教職員等は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。

①教職員等は、効果の検証を含め、2025年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。

②事務部局はこのことを、研修会等を通じ

て周知する。

②事務部局はこのことを、研修会等で周知

するほか、予算の執行期限に関する通知

メールを複数回行うなどし、情宣活動を

強化する。

②事務部局はこのことを、2025年度に引き

続き、研修会等で周知し、予算の執行期

限に関する通知メールを複数回行うなど

のほか、各競争的研究費制度における繰



越制度の利用促進など、情宣活動を強化

する。

③事務部局は、予算の執行状況を再精査し

た上で、毎年度11月末日現在で、交付額

に対する残額を研究者に連絡する。その

際、交付額に対して５０％以上の残額が

ある研究者に対しては、注意喚起する。

③事務部局は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。

③事務部局は、効果の検証を含め、2025年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。

④事務部局は、予算の執行状況を再精査し

た上で、必要に応じて執行の遅れの理由

について確認を行い、指導する。

④事務部局は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。

④事務部局は、効果の検証を含め、2025年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。

(3)精算手続きの遅れ

（遅延理由書を提出す

る事案。同一研究者が2

年ないし3年連続指摘対

象となっていることか

ら、該当者を含む意識

改善が必要と見受けら

れる。）

①教職員等は、取引業者への支払いが遅延

しないよう、納品後は早急に調達請求を

行うようにする。

①教職員等は、2024年度に引き続き同様の

対策を行うこととする。2024年度から

Dr.Budgetシステム上で予算の請求等がで

きるようになったことも含め、引き続き

迅速に申請を行うこととする。

①教職員等は、2025年度に引き続き、同様

の対策を行うこととする。2024年度から

Dr.Budgetシステム上で予算の請求等がで

きるようになったことも含め、引き続き

迅速に申請を行うこととする。

②事務部局はこのことを、研修会等を通じ

て周知する。

②事務部局はこのことを、研修会等で周知

するほか、啓発活動などの機会において

本件を取り扱うこととし、該当者を含む

構成員全体に注意喚起を行う。

②事務部局はこのことを、研修会等で周知

するほか、啓発活動などの機会において

本件を取り扱うこととし、該当者を含む

構成員全体に注意喚起を行う。

(4)立替払いの常態化

（同一研究者が2年ない

し3年連続指摘対象とな

っていることから、該

当者を含む意識改善が

①教職員等は、競争的研究費等を含む公費

にて物件等を立替精算することは、原則

として緊急を要する場合や、決済方法が

限定されているなどのやむを得ない場合

に限定する。

①教職員等は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。

①2025年度監査において、昨年度に比較し

て、立替払いの状態が減少傾向にあると

の講評を受けたが、教職員等は、引き続

き、2025年度と同様の対策を講じること

とする。



必要と見受けられ

る。）

②事務部局はこのことを、研修会等を通じ

て周知する。

②事務部局はこのことを、研修会等で周知

するほか、啓発活動などの機会において

本件を取り扱うこととし、該当者を含む

構成員全体に注意喚起を行う。

②事務部局は、2025年度に引き続き、この

ことを研修会等で周知するほか、啓発活

動などの機会において本件を取り扱うこ

ととし、該当者を含む構成員全体に注意

喚起を行う。

(5)学内所定様式「専門知

識・情報の提供による

研究報告書」における

記載不備
―

①教職員等は、所定様式の記入にあたり、

Dr.Budgetシステムでの申請前に、申請内

容の精査を行う。

①教職員等は、役務等の発生日に先立って

本様式を作成し、内容の精査を行った上

で、Dr.Budgetシステムにて申請する。

②事務部局は、再発のなきよう、申請書類

の確認を徹底する。

②事務部局は、2025年度に引き続き、再発

のなきよう、申請書類の確認を徹底す

る。

(6)検収手続きの遅れ

（納品日と検収確認窓

口検収日に開きがある

事案。）

①教職員等は、立替精算時などにおいて、

やむを得ず納品日と検収日に相違が生じ

るケースであっても、早急に検収確認

（事務部局における第三者検収を含む）

を済ませる。

①教職員等は、2024年度に引き続き同様の

対策を行うこととする。2024年度から

Dr.Budgetシステム上での第三者検収が可

能になったことも踏まえ、引き続き迅速

に対応することとする。

①教職員等は、2025年度に引き続き、同様

の対策を行うこととする。2024年度から

Dr.Budgetシステム上での第三者検収が可

能になったことも踏まえ、引き続き迅速

に対応することとする。

②事務部局はこのことを、研修会等を通じ

て周知する。

②事務部局はこのことを、研修会等で周知

するほか、啓発活動などの機会において

本件を取り扱うこととし、該当者を含む

構成員全体に注意喚起を行う。

②事務部局は、2025年度に引き続き、この

ことを研修会等で周知するほか、啓発活

動などの機会において本件を取り扱うこ

ととし、該当者を含む構成員全体に注意

喚起を行う。



Ｂ．研究補助者への謝金

競争的研究費等監査

での指摘事項
2024年度における対策 2025年度における対策 2026年度における対策

(7) 申請遅延による「研

究補助者等への支払い」

の遅れ。

― ―

①教職員等は、研究補助者における役務提供

完了後、出勤簿を締め、早急にDr.Budgetに

より申請を完了することとする。

― ―

②事務部局は、教職員等からのDr.Budget申

請を確認次第、早急に内容を精査の上、諾

否を判断するものとする。

Ｃ．旅費（出張旅費）

競争的研究費等監査

での指摘事項
2024年度における対策 2025年度における対策 2026年度における対策

(8)出張旅費の事後申請

― ―

①2025年度監査において、昨年度に比較し

て、出張旅費の事後申請は減少傾向にある

との講評を受けたが、教職員等は、引き続

き、出張旅費の事前申請に努めるものとす

る。

(9)出張報告（記録）書及

び出張証拠書類の不備

①教職員等は、出張報告（記録）書の内容

の確認を行う。

①教職員等は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。出張報告（記録）書の形式要件につ

いては、「神戸学院大学競争的研究費等

執行ハンドブック（2024年度版）」など

①教職員等は、効果の検証を含め、2025年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。出張報告（記録）書の形式要件につ

いては、「神戸学院大学競争的研究費等

執行ハンドブック（該当年度版）」など



を適宜確認する。 を適宜確認する。特に、出張証拠書類に

おいては、「用務先（学会会場、資料収

集先、打ち合わせ先、研究用務を行った

場所）へ行ったこと。」が客観的に照合

できるものかどうかを精査し、提出する

ことに努める。

②事務部局はこのことを、研修会等を通じ

て周知する。

②事務部局は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。「神戸学院大学競争的研究費等執行

ハンドブック（2024年度版）」におい

て、出張証拠書類の例示を掲載したよう

に、今後とも教職員等が理解しやすい情

宣活動につとめる。

②事務部局は、効果の検証を含め、2025年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。「神戸学院大学競争的研究費等執行

ハンドブック（該当年度版）」におい

て、出張証拠書類の例示を掲載したよう

に、今後とも教職員等が理解しやすい情

宣活動につとめる。

③事務部局は、適切な出張証拠書類の提出

について確認を徹底する。

③事務部局は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。「神戸学院大学競争的研究費等執行

ハンドブック（2024年度版）」における

出張証拠書類の例示を適宜確認するなど

し、内容確認の確度を向上させる。

③事務部局は、効果の検証を含め、2025年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。「神戸学院大学競争的研究費等執行

ハンドブック（該当年度版）」における

出張証拠書類の例示を適宜確認するなど

し、内容確認の確度を向上させる。

―
④教職員等は、出張前に、Dr.Budgetシステ

ムでの出張申請を行う。

④教職員等は、出張前に、Dr.Budgetシステ

ムでの出張申請を行う。



Ｄ．事務処理（研究支援センター・財務部）

競争的研究費等監査

での指摘事項
2024年度における対策 2025年度における対策 2026年度における対策

(10)調達請求（Dr.Budget

申請内容）の確認漏れ

（検収日未記入、受取

印不鮮明及び勘定科目

の誤りなど）

①事務部局は、各種精算に必要な書類につ

いて、事務部局の担当者間におけるチェ

ック体制を強固にし、再発しないように

する。

①事務部局は、効果の検証を含め、2024年

度に引き続き同様の対策を行うこととす

る。特に2024年度よりDr.Budgetシステム

に移行したことにも伴い、各決裁担当者

が与えられた役割を十分に理解し、適切

に決裁手続きを行うよう、つとめる。

①事務部局は、効果の検証を含め、2025年

度に引き続き、同様の対策を行うことと

する。加えて、複数の事務職員が相互に

Dr.Budget申請内容の確認と検証を行うこ

とにより、適切な勘定科目の設定が行わ

れているかどうか、確認することに努め

る。

(11)研究補助者に対する

交通費および取引業者

への二重支払い ― ―

①教職員等は、Dr.Budgetにおいて同一内容

の申請を行わないよう、申請履歴を入念

に確認するものとする。申請を完了した

各種精算書類の管理を徹底することに努

める。

― ―

②事務部局は、Dr.Budgetにおける同一内容

の申請がないかどうか、早急に内容を精

査の上、諾否を判断するものとする。ま

た、二重支払いを根本的に避けられる精

算体制の構築に努めるものとする。


